チャランケ通信　第55号　2014年3月17日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　Jリーグ浦和レッズへの迅速な処分、良かったのではないか
　最近の出来事としては珍しくきちんとした素早い決断が、Jリーグの村井満チェアマンから下された。それは、浦和レッズの試合で「Japanese  only」と書かれた横断幕を、レッズのサポーターが掲げた問題の処分で、次のレッズ主催の試合に対して無観客試合とする判断が下されたのだ。今やサッカーと言うスポーツは、国際的にはもっともグローバル化しており、日本国内だけの問題では済まされなくなっている。それだけに、国際社会が納得するような判断を早期に下したことは、大変良かったと言えよう。それに引き換え政治や外交の現場では、東京裁判はおかしい、とか、戦争での犯罪的行為などどこでもやっているではないか、と言った類の言葉が飛び交っているだけに、今回の処分は当然のことながら評価してよいだろう。 
　死語になりつつあった「春闘」、甦ることができるだろうか
  久しく死語になっていた「春闘」と言う言葉が、再びマスコミ誌上を駆け巡っている。ただし、何時まで続くのだろうか、と心配を抱く人も多い。獲得実績は、あの高収益を上げていたトヨタでも、2,700円の賃上げでしかなかった。問題は、マスコミの発表する数値は賃上げ「額」だけであり、賃上げ「率」がいくらだったのかを書いたものは殆どなかった。おそらくトヨタの2,700円にしても、1%にも満たない賃上げでしかなかったに違いない。定期昇給を含めて額にして1万円程度、ようやく3%前後になるのだろうか。問題は、中小企業の従業員や派遣労働者を始めとする不安定労働者の方たちの賃上げがどうなったのか、と言うことにある。また、この賃上げが継続していくものなのかどうか、にもかかっている。　　　
　かつて甘利大臣は、個別企業名を挙げて復興特別法人税の引き下げによって利益が増えた企業が、どのように賃上げに結び付いたのかを明らかにする、と発言していたことを思い出す。その点と関連した発言なのか、日本経済新聞3月13日付のコラム「春秋」欄には、次のような甘利経済・財政・再生相のコワモテな言葉を紹介している。「利益が上がっているのに(賃上げに)非協力的な企業は『経済産業省から何らかの対応がある』」と述べたそうである。「何らかの対応」とは何なのか、知りたいものだ。それはそれとして、約束通り是が非でも企業名を明らかにして復興特別法人税で利益があった企業の賃上げ実績を明示してもらいたいものだ。
　NHK会長他の人事に続く、内閣法制局長官人事も安倍政権の大失態ではないか
　ここにきて、アベ人事の問題があからさまになりつつある。籾井NHK会長や百田、長谷川両経営委員の問題発言にはあきれてしまったのだが、今までの内閣法制局長官人事の慣例を破ってまで強引に指名した小松一郎内閣法制局長官の、連日にわたる問題発言・行動には、与党である自民党内からも「なんでも官邸で決めてしまう」とした人事への不満が出てきており、野党からは公然と辞任要求すら出始めている。
小松長官は、3月4日の参議院予算委員会で共産党の小池晃議員から「安倍晋三政権の番犬」と揶揄されたことに、事もあろうか党派が異なる社民党議員への答弁で反論したり、共産党の大門実紀史参議院議員と国会内の通路で口論したり、謝りに行ったのに再び口論をしたりしていた。最近では、3月11日には自民党の公約であった国家安全保障基本法案の策定について、「安倍晋三首相は国会に提出する考えはない」と答弁したのだが、肝腎の安倍首相は2月20日の衆議院予算委員会で「国家安全保障基本法は作っていく。われわれの姿勢を示して選挙戦を戦った」と述べ、公約を撤回しない考えを強調していた。自民党の公約を官僚の立場で否定したわけで、小松氏の言動には首相周辺からも問題視する声が上がり始めたようだ。
肝腎の重要なニュースが報道されないNHK、どうなっているのか
　どうやら、安倍総理の任命した人事の綻びが出始めたようで、これで経済の動きがおかしくなり始めれば、内閣の支持率の低下に弾みがつきそうだ。とはいえ、こうした問題についてNHKテレビではほとんど取り上げられず、民放テレビを見なければ、どんなことが起きているのかも解からないままである。すっかり官邸からの睨みがきいているようで、NHKテレビの受信料を支払いたくなくなってしまいそうである。大越キャスターの最近の表情も、心なしか元気が無くなりつつあるようだ。
太田座長提示の4原則、これでは法人税はいくらでも下げられる
　さて、法人税の引き下げ論議が始まったようだ。ひとつは、2月20日に開催された経済財政諮問会議の場に、伊藤元重東大教授外民間議員4名が、法人税率の引き下げをしても必ずしも税収は落ち込まなかったＥＵの事例があり、「法人税のパラドックス」と言われているとして、法人税率の引き下げを提案している。
　一方、政府税制調査会は法人税の在り方について小委員会を設置し、太田弘子政策研究大学院教授を座長にして3月12日から審議が始まった。太田座長は冒頭「法人税改革の4原則」なるものを打ち出した。新聞報道によると、その中身は、
1 税率引き下げが必要、日本の税率は国際的に高い
2 単年度・法人税にこだわらず税収中立を図る、中期的に幅広い税目、地方税も含めて検討
3 中立で簡素な法人税に、広く薄い税とし、産業の新陳代謝を促す
4 目的は企業・家計双方への恩恵、企業立地の魅力向上、賃金増につなげる。
　である。この4原則なるものを見る限り、法人税率を引き下げるためには何でもする、と宣言しているに過ぎないのではなかろうか。ここには、課税ベースを拡大して税率を下げるという、オーソドックスな税制改正の考え方は取らないわけで、それだけでも税制改革の名に値しなくなっている。また、法人税率の引き下げのためには、単年度の財政中立には拘らないとしており、地方税の基幹税である固定資産税などを増税することにも会議の中では言及されているようで、地方関係者の顰蹙を買うことは間違いない。
　一体どこまで下げれば終わるのか、法人税率引き下げ競争
　ところで、政府税制調査会として何％法人税率を引き下げようとしているのだろうか。安倍総理は、10％引き下げて25％にしたいと発言され、財務大臣が1％で4～5千億円で10％下げれば5兆円近い財源が必要になる、と指摘し難色を示したことがあり、いきなり10％引き下げが現実的な数値とは思えない。にもかかわらず、10％引き下げたとして、25％と言う水準はアジア諸国と同じレベルでしかなく、アジア諸国が日本も25％にしたことからさらに引き下げた場合、日本はどうしていくのだろうか。法人税の引き下げ競争は、留まるところを知らないわけで、限りなくゼロに近づいて行かざるを得ないのだ。こういうやり方をしていくことが、本当に国民の生活と幸福の向上に役立つものなのだろうか。企業より個人の生活を重視すべきではないか。
　黒田日銀総裁、法人税率引き下げ財源は大丈夫か、財政規律重視
　さすがに、財務省出身の日銀黒田総裁も、3月15日付朝日新聞のインタビューのなかで次のように答えている。
　　堀江隆東京本社経済部長「安倍晋三首相は、経済成長のために法人税の減税に前向きですが、どう考えますか。」
　　黒田総裁「・・中央銀行としては財政の信頼がしっかりしているかどうかに関心を持っています。そうでないと、思わぬところで国債の価格が下がり、金利が上がりかねず、経済にとって好ましくありません」「法人税を下げることになれば、相当の減収になります。一方で、政府は財政再建を約束して、消費税の引き上げも予定しています。財政規律を高める中で、法人税減税を検討するならば、社会保障制度や税制全体の検討が必要になるでしょう」
　　御覧のように、黒田総裁は財政の信頼こそが重要であり、それを大きく崩してしまいかねない法人税減税には反対だと見ていいだろう。一刻の金融政策に責任ある立場の日銀総裁と安倍総理の法人税減税に対する立場は大きく違っていることは重大である。今後のマクロ経済政策の行方にもかかわる大問題である。野党側は、この点についての真剣な論議を国会内で進めていくべきである。
　　さらに、「『法人税パラドックス論』の罠」を検討したBNP　PARIBASのチーフエコノミストである河野龍太郎氏は、3月17日付の「Weekly Economic Report」の中で、次のように指摘していることも忘れてはなるまい。
　　　「潤沢な貯蓄を持ち、支出性向の低い経済主体に所得移転を行っても、大きな景気刺激効果は現れないと思われるが、株高を通じた別の波及経路を狙っているのだろうか、興味深いところである」
　　ここは、国民の生活がどうなっていくのか、と言う観点から、しっかりと意見反映していくべきときだとおもわれる。今後の法人税論議の行方には、十分に注目していきたい。
　シリーズ「消費税論議の顚末」(その10)
　急ピッチで進んだ『税・社会保障一体改革』に向けた準備作業
 　 2011年1月に与謝野担当大臣に変わって、社会保障と税の一体改革の審議のテンポが急速に進み始めることになる。その前段作業として、2010年10月28日、第一回政府・与党社会保障改革兼党本部の会合が開催され、その下に設置された「社会保障に関する有識者検討会」(宮本太郎座長)と「社会保障・税に係る番号制度に関する実務検討会」の二つの作業チームが精力的に動き始めたのだ。特に、宮本座長の主催された「有識者検討会」は、1か月足らずの間に『報告書』を12月8日に取りまとめ、政府・与党社会保障改革検討本部に報告するに至ったことは、前号で記載したとおりである。
　　他方で、民主党側の方も12月6日には「税と社会保障の抜本改革調査会」の検討結果が出来上がり、12月10日には第2回政府与党社会保障改革検討本部が開催され、両報告が報告され、12月14日には社会保障と税一体改革を検討していくための会議体設置を閣議決定し、年が明けた2月5日に第一回の集中検討会議が開催され、以降原則として毎週1回土曜日に集中検討会議を開催し、4月までに社会保障の在り方について、6月までに必要とする安定財源と抜本的税制改革の中身を確定していくことになった。
　　有識者会議のメンバー選定に、地方自治体関係者が除れる　　
ただ、ここで指摘しておくべきは、地方自治体関係者からの有識者検討委員会のメンバーに誰も入らなかったという事実であり、最終盤を迎えた6月、社会保障・税一体改革の成案を確定する会議の中で、片山総務大臣と与謝野・野田両大臣との間に激しい対立を起こす要因を作ってしまったことであろう。社会保障の論議をしていけば、特に医療・介護・少子化対策と言った分野は地方自治体の専権事項とでもいうべき実態にあり、その関係者からの人選が無かったということはやはり問題だろう。地方主権を強く打ち出してきた民主党にとって、この点は大いに反省すべき点として指摘しておかなければならない。
　　社会保障・税一体改革の事務局体制から外れ、有識者メンバーへ
　　ただし、そういう問題について、政府・与党の事務局長としての小生の役割なのではないか、と言う点に関しては、与謝野大臣が選出されて以降は、有識者の一員として位置付けられることになり、事務局の対応からは外れてしまったのだ。それは、有識者検討委員会の中に、柳沢伯夫元自民党代議士が入ったことに対して、民主党からも一人政治家の経験者を入れる必要があり、それには峰崎を入れよう、と言うことになっていたのだ。どこで、誰がこのような決定をしていたのか、仙谷官房長官と古川福官房長官が官邸を去って以降、皆目わからなくなってきたのだ。
　(この「シリーズ『消費増税の顚末』」はしばらくお休みにします。また、再開する準備をしたいと考えています。)
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